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Ⅰ．はじめに
１.　研究背景及び目的
2000年代に入ってから韓国社会福祉は、多様な福祉
制度が導入し、公的政策の量的拡大と範囲の拡張によ
り財政及びデリバリシステムの問題が継続に注目され、
多く論議が行ったが、福祉の谷間にある対象者の増加
や福祉体感はなお低い状況である（総理室・関係省庁
共同　2012；柳　2012）。また、地方分権化による中央
政府から地方政府へと社会福祉の中心軸が移動し、社
会福祉の供給パラダイムの変化による社会福祉事業の
実施単位として市・郡・区1）の重要性が注目されている
ことである。
福祉デリバリシステムの改編に対する論議は、保健
福祉事務所、社会福祉事務所、住民生活支援の改編、
地域社会福祉協議体などを通して試みたが、人力及び
インフラの不足、サービスの谷間などの問題が持続に
提起された（柳　2012）。
政府の側面からも地域単位の統合的サービス提供シ
ステムの構築の必要性を強く認識し、2011年7月総理室
と関係省庁が共同に「ニーズに合わせた福祉実現のた
めの福祉デリバリシステムの改善対策(2011年7月)」を
発表する。また、社会福祉担当公務員7千名の拡充とと
もに、中央政府の側面からの福祉事業のコントロール
機能強化、自治体に統合ケアマネジメントを担当する
「ヒマン分け支援団（仮称）」を設置・運営し、邑・面・
洞の福祉相談機能を強化するマストプランを提示した
（松　2011；柳　2012）。
ヒマン福祉支援団の統合ケアマネジメント事業は、
2010年度から230 ヵ所の市・郡・区のサービス連携チー
ムで「危機世帯統合ケアマネジメント事業」という事
業で施行して生きた。また、公的領域で遂行するケア
マネジメントの成果に対する関心を受けている。これ
と関わって何人かの学者は公的領域で遂行するケアマ
ネジメントの対象者の範囲とケアマネジャーの役割規
定に関する明確な方向の設定が必要であると指摘した。
また、効果的な統合的サービス提供のために地域単位
の民間協力システムの構築が最も重要であると指摘し
ている（洪　2012；民　2012；洪　2011；ハム・李　
2011；柳　2012）。
また、2010年度から「社会福祉統合管理網－幸福eウ
ム」2）の構築を通して市・郡・区が主体として危機管理
世帯の統合マネジメント事業をベースにして2012年4月
から地域単位の複合的なニーズを持っている対象者に
民・官の資源の連携を通してニーズに合わせたサービ
スを提供及び、地域住民の多様な福祉需要に能動的に
対応するために「ヒマン（希望）福祉支援団」3）を構築・
運営してきている。
地域ケアマネジメントのシステムであるヒマン福祉
支援団は、特定の住民を対象とする個別ケアマネジメ
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ントを地域に一般化しようとする試みのように思われ
るが、社会福祉の量的拡大に伴い、個人レベルのニー
ズに総合的に対応するケースマネジメントの導入とい
う意味では、日本の高齢分野でたどった軌跡と共通し
ているように思われる。
従って、本研究では、地域単位の包括的支援のため
に2012年4月から設置・運営しているヒマン福祉支援団
の設置背景と遂行内容に対する分析を行い、福祉デリ
バリシステムの統合的な支援の仕組みとして定着する
ための今後の発展方案及び包括的支援の基礎資料を提
供することを目的としている。
２．韓国における福祉政策の推進現況と
福祉デリバリシステム
「社会福祉デリバリシステム」は、社会体系の中で社
会福祉サービスの供給者と消費者(クライアント、カス
タマー、又は利用者)間を連携させるための組織的装置
である（金　2009）。つまり、供給者が社会福祉サービ
スを作り、そのサービスが消費者に提供されるまでの
過程を意味する。社会福祉デリバリシステムに対する
定義は、学者によって定義が異なるが、Friedlander & 
Apte（1980)は、社会福祉デリバリシステムを「社会福
祉の組織的環境である社会福祉機関及び施設と、すべ
ての公・私の組織等、一連の公的・私的の福祉機関と、
彼らの機関のサービス伝達網が社会福祉サービスのデ
リバリシステムである」と述べている。また、社会福
祉デリバリシステムは、福祉サービスの供給主体によっ
て「公的福祉デリバリシステム」「民間福祉デリバリシ
ステム」ということで分けて用いている。
韓国の福祉デリバリシステムに対する検討及び論議
は、1989年社会福祉専門要員制度を導入することによ
り最初の社会福祉行政の専門性を認定し、それに対す
る必要性を提起した時期であった（柳　2012）。また、「80
年代と90年年代」の社会福祉制度の成熟期で多様な社
会福祉対象者と給付の拡大、財源の確保に優先を持ち、
国民基礎生活保障と社会福祉サービスを伝達する専門
的社会福祉デリバリシステムを構築することができな
かった（朴　2003）。
1990年代以降、急速な高齢人口の増加と国民の福祉
ニーズの上昇等による社会福祉サービスが持続的に拡
大され、それを適切に遂行する行政組織及び人材の拡
充のために政府は、保健福祉事務所（1995年-1999年）
と社会福祉事務所（2004年-2006年）のモデル事業を実
施などの福祉行政の専門化のために公的社会福祉デリ
バリシステムの改編を試みた。
特に、本格的に福祉分野の地方化・分権化が推進さ
れ、自治体中心の公的福祉デリバリシステムに対する
変化の要求が最も拡大された。2005年度から分権交付
税制度の導入によって社会福祉事業の地方の移管、自
治体別の地域福祉計画の樹立、民間協力の地域社会福
祉協議体の構成・運営は、市・郡・区中心の地域社会
福祉遂行基盤づくりなどの地域福祉側の福祉デリバリ
システムに注目するきっかけになった。また、自治体
住民生活支援の機能強化を通して「住民生活支援」と
いう包括的な福祉サービスの機能を強化する組織、業
務、人材の再配置を推進した（姜　2011）。
2007年7月には、全国単位における社会福祉デリバリ
システムである「住民生活サービス」を導入・構築し、
統合サービスを提供のための行政的基盤の構築の努力
が行われ、住民密着型のサービス形態への改編が行われ
ることとなった。住民生活支援サービスのデリバリシ
ステムにおける組織改編は、各地方政府で、福祉、保健、
住居、雇用、生涯教育、生活体育、文化、余暇などの
広義のサービスを住民生活支援局に統合し、洞の担当
を配置する福祉行政の機能を転換した（韓　2010)。
今までの韓国は、まともにできた社会福祉デリバリ
システムを持ったことがなかった。2007年7月に導入
した住民生活サービスは、韓国最初の全国単位におけ
る社会福祉デリバリシステムとして意味を持っている
と言える。また、ヒマン福祉支援団は、サービス中心、
住民福祉の需要への対応力の強化、体系的な事後管理、
需要者中心の接近性、多様な協力方式を活用した民間
協力サービスの制度公式・民間資源との連携強化を主
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要目的として実施されているため、複合・多様なニー
ズを持つ福祉対象者に対して、各地域内の公共及び民
間間のネットワークの構築を通じた資源及びサービス
を連携・調整し、ニーズに合わせたサービスを提供す
る統合的サービス提供システムという点で期待が高い。
しかし、保健―福祉―雇用―住居―教育などとの地
域単位関連のサービス提供機関との連携ネットワーク
の構築や個別公的ケアマネジメント間の政策的連携方
案の積極的な検討が必要である（柳　2012）。また、ヒ
マン福祉支援団は市郡区の組織システムであるため、
7-16名の担当者がすべての地域をカーバすることには限
界があり、福祉デリバリシステムとしては専門性を持っ
ていると言えるが、統合相談機能や統合ケアマネジメ
ントの推進のための人材に対する専門性の確保などは、
今後の課題であると考えられる。
3.　研究動向
最近、公的社会福祉デリバリシステム改編の中心と
なる統合マネジメントに関する主要研究の動向をみる
と、韓国の社会福祉デリバリシステムの領域について
政府政策の展開過程を中心とした研究（姜　2011）、地
方自治団体の社会福祉デリバリシステムの改編案に関
する研究（黄　2010）などがある。
また、ヒマン福祉デリバリシステム改編の中心とな
る統合マネジメントに関連する地域社会ネットワーク
中心のケアマネジメント（洪・賀　2007）、ヒマン福祉
デリバリシステム改編案のケアマネジメント体系の分
析（金　2009）、エンパワメント観点と地域社会ネット
ワークを基盤とする統合的ケアマネジメントに関する
実践方法の構造化研究（金・尹　2010）、サービス統合
戦略としてのケアマネジメントの実践経験研究（崔　
2010）など、最近、韓国社会の重要な話題になってい
る高齢化の進展は、地域密着型のサービスを必要とす
る世帯の増加を意味し、新しい公共の創造においても
地域社会、つまり地域性を基盤とする多様な努力が展
開されている（朴　2012）。特に、ヒマン福祉支援団に
おいての利用者の中心の福祉サービスデリバリシステ
表1　デリバリシステムを中心にみた公共福祉行政の変遷過程と特徴的きっかけ
時期 契機
デリバリシステムに
関連な重要変化
主な福祉政策変化
福祉行政の萌芽期
1960年－1987年
社会福祉専門
要員制度導入以前
デリバリシステム関連政策的試み全無
生活保護制度及び施設入所中心福祉制
度運営
福祉行政の成熟期
1988年－1999年
社会福祉専門
要員増員及び
一般職転換
保健福祉事務所のモデル事業実施(1995-1999)
社会福祉専門要員の一般職転換(1999)、自治体の
中心の公的福祉デリバリシステムの強固化
老人福祉、障害福祉などは現金給付、
施設入所、一部利用施設サービス連携
と生活保護対象世帯中心支援
福祉行政の跳躍期
2000年－2005年
基礎生活保障
制度導入・定着
社会福祉事務所などのデリバリシステムの改編
の模索、統合調査・サービス連携の専門化実験
(2004-2006）
基礎保障補充給付導入と資産調査一時
生保・自活支援など労働連携方式導入。
福祉行政の転換期
2006年－2009年
自治体住民生活
支援機能強化改編
福祉事業の委譲など地方化の本格推進(2005年以
降)。地域社会福祉計画樹立、地域社会福祉協議
会運営等の市郡区の中心の福祉運営基盤の準備。
福祉部内の公的・民間・情報関連の福祉デリバ
リシステムの改善TF運営(2008年)
社会政策の吹き彫り、政策領域の拡大
多様なサービスの制度化（バウチャー
事業、老人長期療養、保育など）。
福祉行政の革新期
2010年－
社会福祉統合管理
網の構築及び事例
管理事業の推進
社会福祉統合管理網の構築を筆頭とし、福祉中
心のデリバリシステムの構築に対する政策関心
が高まる。市郡区のサービス連携チームで「危
機世帯の事例管理事業」実施。自治体福祉人力7
千名を増員決定、2012年1,800名を選抜
統合的サービス提供の必要性
複合的ニーズを持ち利用者の拡大
経済危機以降勤労貧困階の拡大など雇
用支援の要求が増加
※ 資料：姜ヘギュ (2011)「韓国の社会福祉デリバリシステム―新たな地平の模索のための課題」『京畿道福祉財団・韓国保健社会研究院』
国際シンポジウム．ｐ22-25
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ムの構築を通じた住民のためのサービス中心の福祉行
政の遂行、福祉体感度の向上、福祉資源の効率的活用
など、民間の協力体系の推進に対する学系と現場の関
心が高まっている。
従って、公的社会福祉デリバリシステムであるヒマ
ン福祉支援団における統合マネジメントを通じた公的
社会福祉デリバリシステムの変化の分析や、公的領域
でのケアマネジメント、民間協力システムの活性化に
関する継続研究が求められる。
Ⅲ．福祉デリバリシステムの現況：
ヒマン福祉支援団を中心に
１.　ヒマン福祉支援団が設置された背景
韓国おける福祉デリバリシステムは、1990年代初半
まではほとんど民間機関の運営に必要な予算支援を通
して行い、その以降から社会福祉に対する国家の責任
が強調する始め、本格的にデリバリシステムの基盤づ
くりに対する論議化することになった。
また、1990年代に入ってからは、地域社会福祉中心
に社会福祉の方向が変化され、ケアマネジメントへの
関心を持ち始めたが、複合的ニーズを持つ対象者に対
する個別機関単位でのケアマネジメントが、地域社会
内の資源連携の不足と個別機関の専門性の側面で、2005
年度から社会福祉分野にあって地方分権化が本格化さ
れながら、地域社会中心のネットワークを通したケア
マネジメントが注目される。
このような変化とともに、韓国は複合的ニーズを持
つ対象者に、ニーズに合わせたサービス提供を目的と
して、2006年度から住民生活支援サービスのデリバリ
システムを始め、需要者中心の訪問サービスの具体化
を目的として、これを実践するための一環としてケア
マネジメントが採択することになった。また、2008年
度、能動的福祉実践のための主要な国政課題としてヒ
マン福祉支援デリバリシステムが扱われるようになり、
危機世帯に対するケアマネジメントの業務を市・郡・
区に移管し、邑・面・洞の社会福祉専担公務員はイン
テーク及び相談、また、訪問サービスの機能を強化し
た。そして、民間社会福祉士(社会福祉統合サービス専
門員)を各市・郡・区単位のサービス連携チームに配置し、
自治体別に危機世帯に関するケアマネジメントを実施
することにした。
しかし、市・郡・区の単位でのケアマネジメントは、
社会福祉専任公務員のケアマネジメントに関する認識
や専門性の不足、また、ケアマネジメントに対するスー
パビジョンの不足によって、ケアマネジメントが行政
的な支援しかできなくなり、本来のケアマネジメント
の役割ができいという限界が示された。また、公的機
関である自治体と地域社会内の福祉機関である民間機
関(法人機関など)間の連携及び協力の不足などのような
多様な問題が示された。
多様な課題を解決するため、2011年7月保健福祉部は、
邑・面・洞の相談内実化及びサービスの活性化を図
り、市・郡・区でのケアマネジメントの活性化を図る
ために2014年度まで段階的に社会福祉専担公務員の拡
充計画を発表し、2012年2月に社会福祉専担公務員1,800
名を選任した。また、このような、新規社会福祉専担
公務員の配置時期に合わせてヒマン福祉支援団を構成
し、統合マネジメントの業務を本格的に推進すること
になった。
２.　「ヒマン福祉支援団」の推進現況
ヒマン福祉支援団は、地域住民の福祉体感度の向上
のための地域単位の需要者中心の福祉サービスのデリ
バリシステムの構築の必要性と市・郡・区のヒマン福
祉支援団の構成・運営及び邑・面・洞の住民センター
の総合福祉機能を強化推進し、民間協力を通じた地域
単位の統合的サービスの提供体系を構築・運営するこ
とによって、ニーズに合わせたサービスの提供及び福
祉体感度の向上を目的として、2012年6月から全国の
0 0
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230 ヶ所の基礎自治体のなかで、203 ヶ所に設置・運営
されている。ここでは、ヒマン福祉支援団の支援仕組
み及び人材、支援内容、財政を中心に調べてみる。
（1）支援仕組み及び人材
ヒマン福祉支援団の組織構造は、市郡区別に異なる
充員人材規模、既存の独自のケアマネジメントモデル
運営等を考慮し、各自治体の特性に合わせた組織構成
を推進する。また、既存のサービス連携チームを拡大
や別度の専門に担当する組織であるヒマン福祉支援団
を新設した。人力は、福祉職の公務員6名を追加し、最
小5年以上の経歴を持つ社会福祉職７級から8級の公務
員(又は、民間ケアマネジメント業務3年以上担当者は配
置可能)を統合マネジメントの担当で追加配置する。そ
の中で資源統括管理担当業務の担当人力を割り当てる。
既存の社会福祉統合サービス専門要員は、ヒマン福祉
支援団に全員を配置して、統合マネジメントを担当す
ることになる。社会福祉統合サービス専門要員は、主
事例管理者として統合マネジメント業務を遂行する場
合、ヒマン福祉支援団(チーム長)の業務推進方向に合わ
せて、担当公務員と統合マネジメント業務の全般を遂
行する。
特に、すべての地域ではないが、邑・面・洞レベル
の洞住民福祉社会福祉協議会を立ち上げ、地域内の連
携の促進を図っている自治体もある。また、統合事例
管理部会や専門家集団の組織化等も行われており、支
援ケースへの気づきを高める場となっている。
しかし、ヒマン福祉支援団が地域単位の統合ケアマ
ネジメントの担当組織として業務の範囲を設定してい
るが、実際に地域で統合的にサービスを提供するため
には、保健－福祉－雇用－住居－教育などのサービス
提供機関との連携が絶対的に必要し、地域単位の個別
ケアマネジメント事業との連携及び統合などの調整が
必要であるが、相変わらず、事業間の壁は高い実証で
ある(柳　2012)。従って、民・官との協力システムの強
化のためには、民間を一つの資源として認識すること
ではなく、地域の問題において民・官が共同課題の認
図1　ヒマン福祉支援団の遂行システム
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　　　※資料：保健福祉部(2012年)「ヒマン福祉支援団のマニュアル」
0
東洋大学／福祉社会開発研究　6号（2014年3月）
0
識とともに、共同目標の設定を通して連携・協力のパー
トナーとしての役割定立が必要であると考えられる。
（2）　支援内容
ヒマン福祉支援団の中心的な業務は統合ケアマネジ
メント、資源管理、訪問型サービス事業間の連携シス
テム構築、邑・面・洞の福祉事業の支援及び管理であ
り（保健福祉部　2012）、その中の一番重要な事業とし
てあるものが統合ケアマネジメントである。
＜図1＞のように邑・面・洞の住民センターで初期相
談を通じて対象者を発掘する。以後、ヒマン福祉支援
団を中心に邑・面・洞の住民センター、地域社会福祉
協議体、地域内のサービス提供機関との連携及び協力
を通じて、複合的かつ多様なニーズを持っている対象
者に保健・福祉・雇用・住居・教育・信用・法律等の
必要なサービスを統合的に連携・ニーズに合わせたサー
ビスを提供する。
既存、サービス連携チームの危機世帯の統合ケアマ
ネジメントにおいての生活保護を優先対象者として推
進する方向とは違い、ヒマン福祉支援団では、生活保
護の統合ケアマネジメントは「トランポリン型」の事
業性格は志向している。つまり、すべての住民を対象
とするが、緊急支援の対象の貧困状態に落ち込むこと
を予防し、勤労能力がある生保者の脱貧困を誘導でき
るように生保者の支援しつつより優先的に統合ケアマ
ネジメント事業を提供することである（柳　2012）。
しかし、邑・面・洞の住民センターとヒマン福祉支
援団間の適切な業務分担などの検討と地域単位におけ
る様々な公的マネジメント事業との統合・連携法案に
対する具体的な努力が必要にされる課題が提示してい
る（民　2012；洪　2012；柳　2012）。
また、ヒマン福祉支援団における事務遂行を具体的
調べてみると、＜図2＞のように対象者の受付から事後
管理で8段階の業務遂行過程を経る。邑・面・洞の住
民センター及び福祉機関、地域住民から対象者の依頼
を受けた後にニーズ調査を行い、対象者を選んでいる。
また、事例会議を開催し、地域内のフォーマル・イン
フォーマル支援を連携したサービス提供の計画を樹立、
サービスを提供、事後管理などの一連の過程を経る。
しかし、公的部門の対象者の選定基準はどのくらい
法的・制度的な根拠や規定を持っているが、民間分門
は機関によって基準が違いため、それに関する検討も
必要であり、民・官の対象者に対する支援の重複も課
題になっている。
（3）　財政
ヒマン福祉支援団の運営予算は、公的社会福祉デリ
バリシステムの改善事業予算の一環として自治体の国
庫補助率は、ソウルが20％、地方が50％で運営してい
る（柳　2012）。
2014年度の予算を中心に調べてみると、＜表2＞のよ
図2　ヒマン福祉支援団　統合マネジメント事業の遂行過程
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　　　※資料：保健福祉部(2012年)「ヒマン福祉支援団のマニュアル」
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うに、2013年度対比381億ウォン（65％）増加した967億
ウォンを編成している。これは、2012年度から2014年ま
で7,000名の福祉担当公務員を拡充することに発表した。
しかし、2013年9月の現在、3,487 ヵ所の邑・面・洞に
福祉担当公務員は平均2.9名であり、2010年6月から2013
年6月までの3年間、2,842名が増加され、当初の計画の
70％だけが増加された（国家予算政策府　2013）。政府
はこの問題点を認識し、福祉デリバリシステムの中心
的な役割を遂行する福祉担当人力を2014年3月までに邑
面洞の社会福祉専門公務員を4.2名までに拡大すること
になった。また、デリバリシステムの改善のモデル事
業や民・官協力システムの活性化支援のモデル事業な
どが新規編成された。（国会予算政策府　2013）。
また、国会予算政策府（2013）は、福祉人材におけ
る人件費の支援は、補助金支給の除外対象であるため、
これに対する法的根拠が必要であると述べている。ま
た、2014年度からは、デリバリシステムの改善のモデ
ル事業や民間協力の活性化支援のモデル事業が新規編
成し、優秀事例の伝播や既存の事業との差別化などの
ための事業内容の具体化などの民間資源の活用法案の
検討が必要になると指摘している。
３.　福祉デリバリシステムとしての「ヒ
マン福祉支援団」への評価
2012年4月から設置・運営しているヒマン福祉支援団
はちょうど2年目を迎えており、その間に民間機関が担
当してやってきたマネジメントの機能を公的分門に転
換し、その範囲を拡張して地域住民のニーズに合わせ
た福祉サービスを提供する包括的支援ができるコント
ロールターワの設置・運営という側面では評価が高い。
しかし、設置してから持続的論議されるのが支援の
適切性や支援人力の専門性、民・官のガバナンスなど
である。今後、包括的支援ができるコントロールター
ワとしての役割を成立するために、ここでは、今まで
見られたヒマン福祉支援団の推進現況を参考し、3章の
ヒマン福祉支援団の推進現況で提示した「支援仕組み
表2　公的社会福祉デリバリシステムの改善事業における予算案の現況**)
（単位：百万ウォン、％）
項目
2012年度
決算
2013年度
予算(A)
2014年度
予算(B)
増減
(B-A) (B-A)/A
公的社会福祉デリバリシステム改善事業 26,871 58,612 96,711 38,099 65
社会福祉人材人件費 25,124 57,249 93,304 36,055 63
事例管理費 12,000 1,409 1,409 - -
ヒマン福祉支援団支援システム運営 - 250 250 - -
デリバリシステム改編モデル事業 - - 1,028 1,028 純増
民・官協力活性化モデル事業 - - 200 200 純増
教育訓練 400 400 400 - -
研究 70 50 50 - -
広報事業費 30 30 30 - -
一般運営費・旅費 40 40 40 - -
※資料：国会予算政策府（2013）「2014年度予算案部署別分析Ⅳ：保健福祉委・環境労働委・国土交通委・女性家族委」53-59
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及び人材」「支援内容」「財政」を中心に検討した結果
を踏まえ、評価すると以下の通りである。
第一、支援仕組みと人材については、先ほど述べた
ようにヒマン福祉支援団は、地域単位を基盤して地域
住民のニーズに合わせた福祉サービス支援の包括的支
援ができるコントロール機能という側面では評価が高
い。しかし、地域単位の民・官とのガバナンス、つまり、
民・官の協力システムを構成する基盤を制度として提
示しているが、具体的な役割分担や担当者の役割など
に関しては明確に整備していない状況である。
また、統合マネジメントというのは専門的な役割が
最も重要である。しかし、現在の統合マネジメントを
支援する担当者は、すべての自治体ではないが、その
専門性を持っていない方々も存在する。マネジメント
の重要内容の中の一つがサービス連携とネットワーク
である。その専門性を持っていない担当者がどこまで
マネジメントできるかとは疑問になるところであるた
め、統合マネジメントの専門性の確保のための支援シ
ステムの整備が非常に気を要すると考えられる。
第二、ヒマン福祉支援団の主な事業内容が「統合マ
ネジメント」と「地域支援の連携」である。しかし、
今まで、サービス連携チームで行ったサービス連携事
業に民間資源を連携するツールが変化されたというこ
とだけで、実際の事業遂行の側面では多くの変化はま
だ期待できない。また、サービス支援の内容と質、また、
地域資源の発掘・連携などが担当者の経験や持ち資源
に限定されている状況である。
最終に、財政は<表2>の予算案をみると、すべての自
治体が普遍的に財政を確保し、事業を行っている。特に、
2012年度末の評価及び公聴会で示された人材不足の問
題やデリバリシステムにおける改編の必要性、また、民・
官の協力システムにおける普遍的なモデルの必要性な
どが提示された。それを改善するために2014年度の予
算では、人材支援のための予算増感と共にデリバリシ
ステムの改編及び民・官の協力システムの活性化のた
めのモデル事業を反映されているため、この財政のと
ころは継続的に観察が必要であると考えられる。
Ⅳ．結論
現在、韓国は福祉の拡張期に入ってきており、これ
をどのような方式で展開するのかに対する論議が様々
に行われている。また、福祉領域の地方化は、中央政
府の一括的な基準によって運営される社会福祉供給シ
ステムとしては、住民の福祉ニーズを効果的に充足で
きないため、各々の自治体における地域的な特性を反
映したサービス体系の準備するためのものである。こ
れは、基礎自治体の要件によって福祉サービスの提供
の優先順位と提供方式が異なることを意味する。従っ
て、福祉デリバリシステムの統合的な支援の仕組みと
して定着するための今後の発展方案を以下に提示する。
1.　民・官の実質的な協力システムの強
化が必要
ヒマン福祉支援団の統合マネジメントの内実化が自
治体と邑・面・洞、公共と民間との協力体系が堅固にし、
特に、2012年度6月から韓国全体の自治体でヒマン福祉
支援団の構築が進行し、協調的な自治体がある一方で、
人力構成などの必要性に関して認識していない自治体
もいる状況である。このようなことを中央政府から自
治体までどのようにコントロールできるかまた、具体
化・発展させて行うのかが課題であり、統合マネジメ
ントの活性化のためには、地域の資源及びサービスの
発見や連携のために民間機関との協力基盤の形成が最
も重要である。また、ヒマン福祉支援団が導入するま
では、民間機関の役割があったことを見落とさなけれ
ばならない。
従って、民・官が協力できるシステムの強化のため
には、3章で提示した事業遂行過程のように対象者の選
定から事後管理まですべての遂行過程を共有できる方
式の検討が必要である。また、民・官がそれぞれの領
域を認定し、連携・協力体系の上で進行されて行けな
ければならないと考える。
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2.　統合マネジメント支援に対する専門
性の確保が必要
韓国は地方分権の以降、現金中心の供与方式から、現
物（バウチャーなど）、つまりサービス提供中心の方式
への変化している。実際に高齢者や障害者及び児童な
どの福祉分野で様々なバウチャー形態の社会福祉サー
ビスが導入され、既存に比べてサービスの量的拡大が
行われている。しかし、福祉サービスの需要増加とと
もに、これを適切に伝達するための専門人力の養成は
やや十分ではない。
特に、既存の民間機関（地域福祉館や在宅福祉セン
ター）では、社会福祉士の専門人材が中心にマネジメ
ントを行ってきたが、ヒマン福祉支援団ではその基準
が明確に提示されていない。また、統合マネジメント
は個人支援だけではなく、対象者を取り巻く家族や環
境へのアセスメントを通した統合的サービス提供を必
要とするため、これに対する専門性の確保は優先され
なければならない。また、現在のヒマン福祉支援団の
運営システム及び管理プロセスを見ると、既存に適用
されてきた一般的なケアマネジメントの過程だけで地
域社会中心のケアマネジメントへ結び付けることには
限界があると考える。
従って、統合マネジメントの専門性の確保のために
は、マネジメントができる資格基準の整備が必要であ
り、その専門性を持続的に支援する機関内・外部の研
修及び会議などの支援システムを構築する必要がある。
また、地域社会中心の統合マネジメントの手続きとモ
デルなどにあって地域単位の特性が反映されたケアマ
ネジメントの再成立が必要である。
Ⅴ．終わりに
社会福祉サービスの適切に地域住民に提供のために
は社会福祉デリバリシステムの構成が最も重要である。
ヒマン福祉支援団の統合マネジメントは、今までの福
祉の地域化から地域の福祉化への転換にあたっての中
枢的な役割を果たし、利用者及び住民の福祉体感度を
高める方向に行かなければならない。また、地域社会
を単位とした福祉伝達システムであるヒマン福祉支援
団の活動は、公的及び民間領域などの個人問題の解決
とともに、地域社会の環境改善や社会開発までも同時
に考慮しなければならないため、これに対する具体的
な実践方法に関する方案の後続研究が求められる。
【註】
1） 日本の市町村と同じのように基礎自治体を意味する。
2） 「社会福祉統合管理網－幸福イウム」というのは、国民に
幸福を伝達し、つながる情報システムという意味で、各
種の社会福祉給付やサービス支援対象者の資格及び履歴
に関する情報を統合管理し、自治体の福祉業務の処理を
支援するための情報システムである。
3） 複合的なニーズを持っている対象者に統合マネジメント
を提供し、地域社会内の資源及び訪問サービス事業など
を総括管理して地域単位の統合サービス提供の中枢的役
割を遂行する担当組織として(ヒマン福祉支援団マニュア
ル、2012)、2012年6月から韓国の市・郡・区230 ヶ所の中
の203 ヶ所に設置・運営している地域単位の福祉サービス
デリバリシステムである。
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